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業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 

 

プロミス株式会社（以下、「当社」）は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、平成23年５月13日

に開示いたしました平成24年３月期（平成23年４月１日～平成24年３月31日）（以下、「当期」）第２四半

期累計期間及び通期の業績予想並びに当期の期末配当予想を修正することといたしましたので、お知らせいた

します。 

 

記 

 

１．業績予想の修正 

（１）平成24年３月期第２四半期累計期間（平成23年４月１日～平成23年９月30日）の業績予想数値の修正 

（連結）                                          （単位：百万円） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

（ 円 ）

前回発表予想（Ａ）  99,800 10,200 10,000 8,300 65.44

今回修正予想（Ｂ）  99,800 △207,500 △206,600 △208,000 △1,640.18

増 減 額（Ｂ－Ａ）  0 △217,700 △216,600 △216,300 △1,705.62

増 減 率（ ％ ）  － － － － －

前期第２四半期実績 

（平成 23 年３月期第

２ 四 半 期 実 績 ） 

129,026 5,815 7,087 △3,371 △26.58

（個別）                                          （単位：百万円） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

（ 円 ）

前回発表予想（Ａ）  88,400 5,700 5,900 14,700 115.91

今回修正予想（Ｂ）  89,000 △212,500 △212,200 △203,400 △1,603.91

増 減 額（Ｂ－Ａ）  600 △218,200 △218,100 △218,100 △1,719.82

増 減 率（ ％ ）  0.68 － － － －

前期第２四半期実績 

（平成 23 年３月期第

２ 四 半 期 実 績 ） 

93,167 9,508 9,691 2,795 22.04
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（２）平成24年３月期通期（平成23年４月１日～平成24年３月31日）の業績予想数値の修正 

（連結）                                          （単位：百万円） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

（ 円 ）

前回発表予想（Ａ）  195,000 22,000 21,400 17,500 137.99

今回修正予想（Ｂ）  193,000 △192,700 △191,400 △195,400 △1,540.83

増 減 額（Ｂ－Ａ）  △2,000 △214,700 △212,800 △212,900 △1,678.82

増 減 率（ ％ ）  △1.03 － － － －

前 期 実 績 

（平成 23 年３月期） 
238,427 △51,160 △48,811 △96,010 △757.09

 

（個別）                                          （単位：百万円） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

（ 円 ）

前回発表予想（Ａ）  171,000 11,400 13,700 22,100 174.26

今回修正予想（Ｂ）  171,000 △203,900 △201,500 △193,100 △1,522.69

増 減 額（Ｂ－Ａ）  0 △215,300 △215,200 △215,200 △1,696.95

増 減 率（ ％ ）  － － － － －

前 期 実 績 

（平成 23 年３月期） 
187,546 △54,157 △50,684 △104,408 △823.31

 

（３）修正の理由 

消費者金融業界においては、利息返還請求の高止まりに加え、上限金利規制や貸金業者に対する総量規制の

導入に伴う市場規模の縮小といった厳しい事業環境に直面し、業界各社は営業貸付金残高の減少を余儀なくさ

れており、経営環境は依然として厳しい状態が続いております。こうした環境の中、当社グループでは、前連

結会計年度に断行したコスト構造改革ならびにグループ経営資源の選択と集中による効率化によって整った新

たな経営基盤をベースに、「質、量ともにNo.1のコンシューマーファイナンスカンパニーの実現」を目指し、

本業である消費者金融事業を中心に、営業力強化を主眼とした取り組みに注力してまいりました。また同時に、

今後の成長分野として期待される保証事業や海外事業につきましても、積極的な営業展開に努めており、この

結果、営業収益及び人件費等の販売費及び一般管理費については、第２四半期累計期間では連結・個別いずれ

においてもほぼ計画通りとなる見通しで、通期についても現時点で大きな修正はありません。 

かかる状況下、昨年６月の総量規制の導入や、同年９月の同業大手による会社更生法適用申請による影響等

についてもデータの分析が進み、利息返還関連の引当金（利息返還損失引当金、及び貸倒引当金中の利息返還

にかかる元本充当分を含みます。以下同じ。）について足下においてより精緻な見積もりが可能となったこと

もあり、今般、第２四半期末において約3,900億円の利息返還関連の引当金の計上が必要となった結果、同引

当金の追加繰入れを実施する見込みとなりました。このため、第２四半期累計期間、通期の連結・個別いずれ

においても営業損失・経常損失・当期純損失となる見通しです。 

なお、本日公表致しました「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」に記載のとおり、上記の利息
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返還請求への抜本的な対応により毀損した当社の財務基盤を早急に改善させ、加えて将来の成長戦略に向けた

積極的な施策の推進を可能とするためには約1,200億円の資本増強が必要であると判断し、株式会社三井住友

フィナンシャルグループ又は株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当増資の実施を決定しております。 

 

 

２．期末配当予想の修正 

（１）平成24年３月期（平成23年４月１日～平成24年３月31日）の配当予想数値の修正 

 年間配当金（円） 

 第２四半期末 期 末 合 計 

前 回 予 想 0.00 ― ―

今 回 修 正 予 想 0.00 0.00 0.00

当 期 実 績 

前 期 実 績 

（平成 23 年３月期） 
0.00 0.00 0.00

 

（２）修正の理由 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営目標として取り組んでおり、利益配分については、業績

の状況や経営環境、将来の事業展開等を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な配当の実施を基本としておりま

す。 

しかしながら上記の業績予想の修正のとおり、平成24年３月期は大幅な赤字決算を見込んでおり、今後の

厳しい経営環境に対処していくため、平成24年３月期の期末配当金の予想につきましては、まことに遺憾で

はございますが無配とさせていただきます。 

以 上 
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 ＜ご注意事項＞ 

* このプレスリリースには、当社の財政状態及び経営成績に関する当社及び当社経営陣の見解、判

断又は現在の予想に基づく、「将来の業績に関する記述」が含まれております。多くの場合、この

記述には「予想」、「予測」、「期待」、「意図」、「計画」、「可能性」やこれらの類義語が含まれます

が、この限りではありません。また、これらの記述は、将来の業績を保証するものではなく、リ

スクと不確実性を内包するものであり、実際の業績は、このプレスリリースに含まれる若しく

は、含まれるとみなされる「将来の業績に関する記述」で示されたものと異なる可能性がありま

す。実際の業績に影響を与えうるリスクや不確実性としては、以下のようなものがあります。国

内外の経済金融環境の悪化、当社グループのビジネス戦略が奏功しないリスク、合弁事業・提

携・出資・買収及び経営統合が奏功しないリスク、海外における業務拡大が奏功しないリスク、

不良債権残高及び与信関係費用の増加、保有株式に係るリスクなどです。こうしたリスク及び不

確実性に照らし、このプレスリリース公表日現在における「将来の業績に関する記述」を過度に

信頼すべきではありません。当社は、いかなる「将来の業績に関する記述」について、更新や改

訂をする義務を負いません。当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及

ぼす可能性がある事項については、このプレスリリースのほか、有価証券報告書等の各種開示資

料のうち、最新のものをご参照ください。 

* 本書面に含まれる情報を閲覧された方は、金融商品取引法第167条第３項及び同施行令第30条の

規定により、内部者取引（いわゆるインサイダー取引）規制に関する第一次情報受領者として、

株式会社三井住友フィナンシャルグループ及び株式会社三井住友銀行による公開買付けの開始に関す

るプレスリリースの発表（平成 23 年９月 30 日午後東京証券取引所の適時開示情報閲覧サービス

において掲載された時刻）から12時間を経過するまでは、当社の株券等の買付け等が禁止される

可能性がありますので、十分にご注意ください。万一、当該買付け等を行ったことにより、刑

事、民事、行政上の責任を問われることがあっても、当社は一切責任を負いかねますので、予め

ご了承ください。 

*  このプレスリリースは、有価証券に係る売却の申込み若しくは勧誘、購入の申込みの勧誘に該当

する、又はその一部を構成するものではなく、このプレスリリース（若しくはその一部）又はそ

の配布の事実が公開買付けに係るいかなる契約の根拠となることもなく、また契約締結に際して

これらに依拠することはできないものとします。 

*  このプレスリリースは、いかなる証券についての投資募集行為の一部をなすものではありませ

ん。この文書は、業績予想及び配当予想の修正に関して一般に公表することのみを目的とする記

者発表文であり、日本国内外を問わず投資勧誘等を目的として作成されたものではありません。 

* 国又は地域によっては、このプレスリリースの発表又は配布に法令上の制限又は制約が課されて

いる場合がありますので、それらの制限又は制約に留意し、当該国又は地域の法令を遵守してく

ださい。 

* 日本語によるプレスリリースの内容とその英訳の内容との間に齟齬等が存する場合には、日本語

によるこのプレスリリースの内容が優先するものとします。 

 


